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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置であって、
　前記充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するように
構成された受信アンテナと、
　前記受信アンテナに結合された変換器回路であって、
　　前記変換器回路の入力部において、前記ワイヤレス受信された電力から導出された入
力電圧を受け取り、
　　前記変換器回路の出力部において、前記入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間
の第1の関係に基づいて前記入力電圧にほぼ等しい第1の出力電圧を生成するために第1の
モードで動作し、
　　前記変換器回路の前記出力部において、前記入力電圧と前記第1の電圧レベルしきい
値との間の第2の関係に基づいて前記入力電圧に対するある値にスケーリングされた第2の
出力電圧を生成するために第2のモードで動作する
　ように構成された変換器回路と
を含み、
　前記変換器回路は、第2の電圧レベルしきい値未満の値に制限された前記第2の出力電圧
を生成するように構成される、ワイヤレス電力受信機装置。
【請求項２】
　充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置であって、



(2) JP 6316957 B2 2018.4.25

10

20

30

40

50

　前記充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するように
構成された受信アンテナと、
　前記受信アンテナに結合された変換器回路であって、
　　前記変換器回路の入力部において、前記ワイヤレス受信された電力から導出された入
力電圧を受け取り、
　　前記変換器回路の出力部において、前記入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間
の第1の関係に基づいて前記入力電圧にほぼ等しい第1の出力電圧を生成するために第1の
モードで動作し、
　　前記変換器回路の前記出力部において、前記入力電圧と前記第1の電圧レベルしきい
値との間の第2の関係に基づいて前記入力電圧に対するある値にスケーリングされた第2の
出力電圧を生成するために第2のモードで動作する
　ように構成された変換器回路と
を含み、
　前記第1の電圧レベルしきい値が、前記充電可能デバイスの過電圧保護回路または低電
圧検出回路によって少なくとも部分的に設定される、ワイヤレス電力受信機装置。
【請求項３】
　前記変換器回路は、第2の電圧レベルしきい値未満の値に制限された前記第2の出力電圧
を生成するように構成される、請求項2に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項４】
　前記第1の電圧レベルしきい値は、前記第2の電圧レベルしきい値のスケーリングされた
値である、請求項1または3に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項５】
　前記第1の電圧レベルしきい値は、前記第2の電圧レベルしきい値の前記値の半分である
、請求項4に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項６】
　前記変換器回路は、前記入力電圧の半分である値にスケーリングされた前記第2の出力
電圧を選択的に生成するように構成される、請求項1または2に記載のワイヤレス電力受信
機装置。
【請求項７】
　前記変換器回路は、前記入力電圧に対するある値にスケーリングされた前記第2の出力
電圧を生成するように構成されたチャージポンプ回路を含む、請求項1または2に記載のワ
イヤレス電力受信機装置。
【請求項８】
　前記チャージポンプ回路は、入力電圧を前記第1の電圧レベルしきい値と比較するよう
に構成されたコンパレータ回路を含み、前記入力電圧に対するある値にスケーリングされ
た前記第2の出力電圧を生成するように前記チャージポンプ回路を構成する、請求項7に記
載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項９】
　前記チャージポンプ回路は、前記入力電圧に、ある有理数に等しいスケーリング係数を
掛けるように構成される、請求項8に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１０】
　前記入力電圧が前記第1の電圧レベルしきい値を超えるときの前記スケーリング係数は
、前記入力電圧が前記第1の電圧レベルしきい値以下であるときの前記スケーリング係数
と異なる、請求項9に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１１】
　前記変換器回路は、マスター回路および少なくとも1つのスレーブ回路を含み、前記少
なくとも1つのスレーブ回路は、前記マスター回路のクロック信号に同期される、請求項1
または2に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１２】
　前記マスター回路および少なくとも1つのスレーブ回路の各々は、前記入力電圧に対す
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るある値にスケーリングされた前記第2の出力電圧を生成するように構成されたチャージ
ポンプ回路を含む、請求項11に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１３】
　前記マスター回路は、入力電圧を前記第1の電圧レベルしきい値と比較するように構成
されたコンパレータ回路を含み、前記入力電圧に対するある値にスケーリングされた前記
第2の出力電圧を生成するように前記マスター回路および前記少なくとも1つのスレーブ回
路を構成する、請求項12に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１４】
　前記マスター回路および少なくとも1つのスレーブ回路の各々は、前記入力電圧に、あ
る有理数に等しいスケーリング係数を掛けるように構成される、請求項13に記載のワイヤ
レス電力受信機装置。
【請求項１５】
　前記入力電圧が前記第1の電圧レベルしきい値を超えるときのスケーリング係数は、前
記入力電圧が前記第1の電圧レベルしきい値以下であるときのスケーリング係数と異なる
、請求項14に記載のワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１６】
　充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置であって、
　前記充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するための
手段と、
　電力をワイヤレス受信するための前記手段に結合された、前記ワイヤレス受信された電
力から導出された入力電圧を受け取るための手段と、
　前記入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の第1の関係に基づいて前記入力電圧に
ほぼ等しい、入力電圧を受け取るための前記手段からの第1の出力電圧を生成するための
手段と、
　前記入力電圧と前記第1の電圧レベルしきい値との間の第2の関係に基づいて前記入力電
圧に対するある値にスケーリングされた、入力電圧を受け取るための前記手段からの第2
の出力電圧を生成するための手段と
を含み、
　前記第2の出力電圧を生成するための前記手段は、第2の電圧レベルしきい値未満の値に
制限された前記第2の出力電圧を生成するように構成される、ワイヤレス電力受信機装置
。
【請求項１７】
　充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置であって、
　前記充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するための
手段と、
　電力をワイヤレス受信するための前記手段に結合された、前記ワイヤレス受信された電
力から導出された入力電圧を受け取るための手段と、
　前記入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の第1の関係に基づいて前記入力電圧に
ほぼ等しい、入力電圧を受け取るための前記手段からの第1の出力電圧を生成するための
手段と、
　前記入力電圧と前記第1の電圧レベルしきい値との間の第2の関係に基づいて前記入力電
圧に対するある値にスケーリングされた、入力電圧を受け取るための前記手段からの第2
の出力電圧を生成するための手段と
を含み、
　前記第1の電圧レベルしきい値が、前記充電可能デバイスの過電圧保護回路または低電
圧検出回路によって少なくとも部分的に設定される、ワイヤレス電力受信機装置。
【請求項１８】
　前記第2の出力電圧を生成するための前記手段は、第2の電圧レベルしきい値未満の値に
制限された前記第2の出力電圧を生成するように構成される、請求項17に記載のワイヤレ
ス電力受信機装置。
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【請求項１９】
　充電可能デバイスを充電するための方法であって、
　受信アンテナにおいて前記充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイ
ヤレス受信するステップと、
　前記受信アンテナに結合された変換器回路において前記ワイヤレス受信された電力から
導出された入力電圧を受け取るステップと、
　前記入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の第1の関係に基づいて前記入力電圧に
ほぼ等しい、前記変換器回路からの第1の出力電圧を生成するステップと、
　前記入力電圧と前記第1の電圧レベルしきい値との間の第2の関係に基づいて前記入力電
圧に対するある値にスケーリングされた、前記変換器回路からの第2の出力電圧を生成す
るステップと
を含み、
　前記変換器回路は、第2の電圧レベルしきい値未満の値に制限された前記第2の出力電圧
を生成するように構成される、方法。
【請求項２０】
　充電可能デバイスを充電するための方法であって、
　受信アンテナにおいて前記充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイ
ヤレス受信するステップと、
　前記受信アンテナに結合された変換器回路において前記ワイヤレス受信された電力から
導出された入力電圧を受け取るステップと、
　前記入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の第1の関係に基づいて前記入力電圧に
ほぼ等しい、前記変換器回路からの第1の出力電圧を生成するステップと、
　前記入力電圧と前記第1の電圧レベルしきい値との間の第2の関係に基づいて前記入力電
圧に対するある値にスケーリングされた、前記変換器回路からの第2の出力電圧を生成す
るステップと
を含み、
　前記第1の電圧レベルしきい値が、前記充電可能デバイスの過電圧保護回路または低電
圧検出回路によって少なくとも部分的に設定される、方法。
【請求項２１】
　前記変換器回路は、第2の電圧レベルしきい値未満の値に制限された前記第2の出力電圧
を生成するように構成される、請求項20に記載の方法。
【請求項２２】
　前記第1の電圧レベルしきい値は、前記第2の電圧レベルしきい値のスケーリングされた
値である、請求項19または21に記載の方法。
【請求項２３】
　前記第1の電圧レベルしきい値は、前記第2の電圧レベルしきい値の前記値の半分である
、請求項22に記載の方法。
【請求項２４】
　前記変換器回路は、前記入力電圧の半分である値にスケーリングされた前記第2の出力
電圧を生成するように構成される、請求項20に記載の方法。
【請求項２５】
　前記変換器回路は、前記入力電圧に対するある値にスケーリングされた前記第2の出力
電圧を生成するように構成されたチャージポンプ回路を含む、請求項19または20に記載の
方法。
【請求項２６】
　前記チャージポンプ回路は、入力電圧を前記第1の電圧レベルしきい値と比較するよう
に構成されたコンパレータ回路を含み、前記入力電圧に対するある値にスケーリングされ
た前記第2の出力電圧を生成するように前記チャージポンプ回路を構成する、請求項25に
記載の方法。
【請求項２７】
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　前記チャージポンプ回路は、前記入力電圧に、ある有理数に等しいスケーリング係数を
掛けるように構成される、請求項26に記載の方法。
【請求項２８】
　前記入力電圧が前記第1の電圧レベルしきい値を超えるときのスケーリング係数は、前
記入力電圧が前記第1の電圧レベルしきい値以下であるときのスケーリング係数と異なる
、請求項27に記載の方法。
【請求項２９】
　前記変換器回路は、マスター回路および少なくとも1つのスレーブ回路を含み、前記少
なくとも1つのスレーブ回路は、前記マスター回路のクロック信号に同期される、請求項1
9または20に記載の方法。
【請求項３０】
　前記マスター回路および少なくとも1つのスレーブ回路の各々は、前記入力電圧に対す
るある値にスケーリングされた前記第2の出力電圧を生成するように構成されたチャージ
ポンプ回路を含む、請求項29に記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、一般に、ワイヤレス電力に関する。より詳細には、本開示は、ワイヤレス電
力伝達システムにおける送信機および受信機を対象とする。
【背景技術】
【０００２】
　ますます多くの様々な電子デバイスが、充電式バッテリーを介して給電されている。そ
のようなデバイスには、モバイルフォン、携帯型音楽プレーヤ、ラップトップコンピュー
タ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバイス(たとえば、ブ
ルートゥースデバイス)、デジタルカメラ、補聴器などが含まれる。バッテリー技術は向
上してきたが、バッテリー電源式電子デバイスは、より多くの電力量をますます必要とし
消費するので、頻繁に充電する必要がある。充電式デバイスは、多くの場合に、電源に物
理的に接続されるケーブルまたは他の同様のコネクタを通して有線接続によって充電され
る。ケーブルおよび同様のコネクタは、不便であるか、または扱いにくく、他の欠点を有
することが時々ある。充電式電子デバイスを充電するか、または電子デバイスに電力を提
供するのに用いられることになる電力を自由空間において伝達することができるワイヤレ
ス充電システムは、有線式の充電解決策の欠点の一部を克服し得る。したがって、電子デ
バイスに電力を効率的かつ安全に伝達するワイヤレス電力伝達システムおよび方法が望ま
しい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　添付の特許請求の範囲内のシステム、方法、およびデバイスの様々な実装形態は各々、
いくつかの態様を有し、そのいずれの態様も単独では、本明細書で説明する望ましい属性
に関与することはない。添付の特許請求の範囲を限定することなく、本明細書においてい
くつかの顕著な特徴について説明する。
【０００４】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実装形態の詳細について、添付の図面およ
び以下の説明において述べる。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および特許
請求の範囲から明らかになるであろう。以下の図の相対的な寸法は、一定の縮尺で描かれ
ていないことがあることに留意されたい。
【０００５】
　特定の実施形態では、充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置が
提供される。充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置は、充電可能
デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するように構成された受信
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アンテナを含み得る。ワイヤレス電力受信機装置は、変換器回路も含み得る。変換器回路
は、受信アンテナに結合され得る。変換器回路は、ワイヤレス受信された電力から導出さ
れた入力電圧を受け取るように構成され得る。変換器回路はまた、入力電圧と第1の電圧
レベルしきい値との間の関係に基づいて入力電圧に対するある値にスケーリングされた出
力電圧を生成するように構成され得る。
【０００６】
　別の特定の実施形態では、充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装
置が提供される。充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置は、充電
可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するための手段を含み
得る。充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受信機装置は、電力をワイヤレ
ス受信するための手段に結合された、ワイヤレス受信された電力から導出された入力電圧
を受け取るための手段も含み得る。充電可能デバイスを充電するためのワイヤレス電力受
信機装置は、入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいて入力電圧に対
するある値にスケーリングされた、入力電圧を受け取るための手段からの出力電圧を生成
するための手段も含み得る。
【０００７】
　別の特定の実施形態では、充電可能デバイスを充電するための手段は、受信アンテナに
おいて充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス受信するステッ
プを含み得る。本方法は、受信アンテナに結合された変換器回路においてワイヤレス受信
された電力から導出された入力電圧を受け取るステップも含み得る。本方法は、入力電圧
と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいて入力電圧に対するある値にスケーリ
ングされた、変換器回路からの出力電圧を生成するステップも含み得る。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】例示的な実施形態による、例示的なワイヤレス電力伝達システムの機能ブロック
図である。
【図２】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る例示的な構成要素の機能ブロック図である。
【図３】例示的な実施形態による、送信アンテナまたは受信アンテナを含む、図2の送信
回路または受信回路の一部の概略図である。
【図４】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る送信機の機能ブロック図である。
【図５】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る受信機の機能ブロック図である。
【図６】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る変換器回路を利用する受信機の機能ブロック図である。
【図７】例示的な実施形態による、複数のタイル回路として実装された、図6の変換器回
路のブロック図である。
【図８】例示的な実施形態による、図5および図6の受信機において使用され得るチャージ
ポンプ回路として実装された変換器回路の概略図である。
【図９】例示的な実施形態による、図5および図6の受信機において使用され得る、コンパ
レータ付きチャージポンプ回路として実装された変換器回路の概略図である。
【図１０】例示的な実施形態による、出力電圧を生成するのに変換器回路を適用するため
の例示的なプロセスのフローチャートである。
【図１１】例示的な実施形態による受信機の機能ブロック図である。
【図１２】例示的な実施形態による変換器回路の例示的な入力電圧および出力電圧のプロ
ット図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　添付の図面に関して下記に詳細に記載される説明は、例示的な実施形態を説明するため
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のものであり、実践することができる唯一の実施形態を表すためのものではない。本説明
全体にわたって使用される「例示的」という用語は、「例、実例、または例示として機能
すること」を意味しており、必ずしも、他の例示的な実施態様よりも好ましい、または有
利であると解釈されるべきではない。詳細に記載される説明は、例示的な実施形態の完全
な理解をもたらすための具体的な詳細を含んでいる。場合によっては、いくつかのデバイ
スがブロック図の形式で示されている。
【００１０】
　ワイヤレスで電力を伝達することは、物理的な導電体を使用することなく、電場、磁場
、電磁場などに関連する任意の形態のエネルギーを送信機から受信機に伝達する(たとえ
ば、電力は、自由空間を通って伝達され得る)ことを指す場合がある。電力伝達を実現す
るために、ワイヤレス場(たとえば、磁場または電磁場)内に出力された電力は、「受信ア
ンテナ」によって受信され、捕捉され、または結合され得る。本明細書全体にわたって、
「結合」されている2つの構成要素は、直接的または間接的な方法を介したそれらの相互
作用を指す場合があり、物理的に接続された(たとえば、有線の)結合または物理的に切断
された(たとえば、ワイヤレスの)結合をさらに指す場合があることが理解されよう。
【００１１】
　図1は、例示的な実施形態による、例示的なワイヤレス電力伝達システム100の機能ブロ
ック図である。エネルギー伝達を可能にするために、場105を生成するのに、電源(図示せ
ず)から、送信機104に入力電力102を提供することができる。受信機108は、場105に結合
し、出力電力110に結合されたデバイス(図示せず)によって蓄積または消費するための出
力電力110を生成することができる。送信機104と受信機108の両方は互いに距離112だけ離
間される。例示的な一実施形態では、送信機104および受信機108は、相互共振関係に従っ
て構成される。受信機108の共振周波数および送信機104の共振周波数が、ほぼ同じか、ま
たは極めて近いとき、送信機104と受信機108との間の伝送損失は最小となる。したがって
、大型コイルが極めて近い(たとえば、mm)ことが必要であり得る純粋に誘導性の解決策と
は対照的に、より大きい距離にわたる、ワイヤレス電力伝達を可能にすることができる。
したがって、共振誘導結合技法は、効率の改善と、様々な距離にわたる様々な誘導コイル
構成を用いた電力伝達とを可能にし得る。
【００１２】
　受信機108は、送信機104によって生成されたエネルギー場105内に位置する際に電力を
受信し得る。場105は、送信機104によって出力されたエネルギーが受信機108によって捕
捉され得る領域に相当する。場合によっては、場105は、以下でさらに説明するように、
送信機104の「近接場」に相当し得る。送信機104は、エネルギー伝送を出力するための送
信アンテナ114(たとえば、送信コイル)を含み得る。受信機108は、エネルギー伝送からエ
ネルギーを受信するか、または捕捉するための受信アンテナ118(たとえば、受信コイル)
をさらに含む。近接場は、送信アンテナ114から電力を最小限に放出する、送信アンテナ1
14内の電流および電荷から生じる強い反応場(reactive field)が存在する領域に相当し得
る。場合によっては、近接場は、送信アンテナ114の約1波長(または1波長の数分の一)内
にある領域に相当し得る。送信アンテナ114および受信アンテナ118は、それらに関連付け
られる応用形態およびデバイスに応じてサイズを決定される。上述のように、効率的なエ
ネルギー伝達は、電磁波のエネルギーの大部分を遠距離場に伝搬するのではなく、送信ア
ンテナ114の場105のエネルギーの大部分を受信アンテナ118に結合することによって起こ
り得る。場105内に配置されるとき、送信アンテナ114と受信アンテナ118との間に、「結
合モード」を発生させることができる。この結合が起こり得る、送信アンテナ114および
受信アンテナ118の周りのエリアは、本明細書では結合モード領域と呼ばれる。
【００１３】
　図2は、例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システム100において使用
され得る例示的な構成要素の機能ブロック図である。送信機204は、発振器222、ドライバ
回路224、およびフィルタ/整合回路226を含み得る、送信回路206を含むことができる。発
振器222は、周波数制御信号223に応答して調整され得る、468.75KHz、6.78MHz、または13
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.56MHzなどの所望の周波数の信号を生成するように構成され得る。発振器信号は、たとえ
ば送信アンテナ214の共振周波数において送信アンテナ214を駆動するように構成されたド
ライバ回路224に提供され得る。ドライバ回路224は、発振器222から方形波を受信し、正
弦波を出力するように構成されたスイッチング増幅器であり得る。たとえば、ドライバ回
路224は、E級増幅器であり得る。フィルタ/整合回路226は、高調波または他の不要な周波
数をフィルタ除去し、送信機204のインピーダンスを送信アンテナ214に整合させるために
含まれる場合もある。送信アンテナ214を駆動した結果として、送信機204は、電子デバイ
スを充電または給電するのに十分なレベルで電力をワイヤレスで出力し得る。一例として
、提供される電力は、異なる電力要件を有する異なるデバイスを給電または充電するため
に、たとえば、300ミリワットから5ワット程度であり得る。より高いまたは低い電力レベ
ルも提供できる。
【００１４】
　受信機208は、整合回路232と、図2に示すバッテリー236を充電するかまたは受信機208
に結合されたデバイス(図示せず)に給電するために、AC電力入力からDC電力出力を生成す
るための整流器/スイッチング回路234とを含み得る受信回路210を含むことができる。整
合回路232は、受信回路210のインピーダンスを受信アンテナ218に整合させるために含ま
れ得る。それに加えて、受信機208および送信機204は、別の通信チャネル219(たとえば、
ブルートゥース、zigbee、セルラーなど)上で通信し得る。代替的には、受信機208および
送信機204は、ワイヤレス場205の特性を使用して帯域内シグナリングを介して通信し得る
。
【００１５】
　以下でより十分に説明するように、最初に選択的に無効にされた関連する負荷(たとえ
ば、バッテリー236)を有し得る受信機208は、送信機204によって送信され受信機208によ
って受信される電力量がバッテリー236を充電するのに適しているかどうかを判定するよ
うに構成され得る。さらに、受信機208は、電力量が適切であると判定すると、負荷(たと
えば、バッテリー236)を有効にするように構成され得る。いくつかの実施形態では、受信
機208は、バッテリー236の充電なしに、ワイヤレス電力伝達場から受信した電力を直接利
用するように構成され得る。たとえば、近接場通信(NFC)または無線周波数識別デバイス(
RFID)などの通信デバイスは、ワイヤレス電力伝達場から電力を受け取り、ワイヤレス電
力伝達場と相互作用することによって通信し、かつ/または送信機204もしくは他のデバイ
スと通信するために受信電力を利用するように構成され得る。
【００１６】
　図3は、例示的な実施形態による、送信アンテナまたは受信アンテナ352を含む、図2の
送信回路206または受信回路210の一部分の概略図である。図3に示すように、以下で説明
するものを含む例示的な実施形態において使用される送信回路または受信回路350は、ア
ンテナ352を含み得る。アンテナ352は、「ループ」アンテナ352と呼ばれるか、または「
ループ」アンテナ352として構成される場合もある。また、アンテナ352は、本明細書では
、「磁気」アンテナもしくは誘導コイルと呼ばれるか、または「磁気」アンテナもしくは
誘導コイルとして構成される場合もある。「アンテナ」という用語は、一般に、別の「ア
ンテナ」への結合からエネルギーをワイヤレスで出力するか、または受信することができ
る構成要素を指す。アンテナは、電力をワイヤレスで出力するか、または受信するように
構成されるタイプのコイルと呼ばれる場合もある。本明細書で使用するアンテナ352は、
電力をワイヤレスで出力および/または受信するように構成されるタイプの「電力伝達構
成要素」の一例である。アンテナ352は、空芯、またはフェライトコア(図示せず)などの
物理的コアを含むように構成され得る。空芯ループアンテナ352により、コアエリア内に
他の構成要素を配置することが可能になる。加えて、空芯ループにより、送信アンテナ21
4(図2)の結合モード領域がより強力であり得る、送信アンテナ214(図2)の平面内に受信ア
ンテナ218(図2)をより容易に配置することが可能になり得る。
【００１７】
　上述のように、送信機104と受信機108との間のエネルギーの効率的な伝達は、送信機10
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4と受信機108との間の整合した共振またはほぼ整合した共振の間に起こり得る。しかしな
がら、送信機104と受信機108との間の共振が整合しないときであっても、効率に影響が及
ぶことがあるものの、エネルギーを伝達することができる。エネルギーの伝達は、送信ア
ンテナ214コイルの場205からのエネルギーを、近傍にある受信アンテナ218に結合するこ
とによって起こり、この場205は、送信アンテナ214からのエネルギーを自由空間に伝播さ
せる代わりに確立される。
【００１８】
　ループアンテナまたは磁気アンテナの共振周波数は、インダクタンスおよびキャパシタ
ンスに基づく。インダクタンスは単にアンテナ352によって生成されたインダクタンスと
することができるのに対して、キャパシタンスは、所望の共振周波数で共振構造を作り出
すために、アンテナのインダクタンスに加えられ得る。非限定的な例として、共振周波数
で信号358を選択する共振回路を生成するために、送信回路または受信回路350にキャパシ
タ354およびキャパシタ356を加えることができる。したがって、より大きい直径のアンテ
ナでは、共振を持続させるのに必要なキャパシタンスのサイズは、ループの直径またはイ
ンダクタンスが大きくなるにつれて小さくなり得る。さらに、アンテナの直径が大きくな
るにつれて、近接場の効率的なエネルギー伝達面積が増加し得る。他の構成要素を用いて
形成される他の共振回路も可能である。別の非限定的な例として、アンテナ352の2つの端
子間に並列にキャパシタを配置することができる。送信アンテナの場合、アンテナ352の
共振周波数に実質的に対応する周波数を有する信号358を、アンテナ352への入力とするこ
とができる。
【００１９】
　一実施形態では、送信機104は、送信アンテナ114の共振周波数に対応する周波数を有す
る時変磁場を出力するように構成され得る。受信機が場105内にあるとき、時変磁場は、
受信アンテナ118内に電流を誘導し得る。上述のように、受信アンテナ118が送信アンテナ
114の周波数で共振するように構成される場合、エネルギーを効率的に伝達することがで
きる。負荷を充電するか、または負荷に給電するために提供され得るDC信号を生成するた
めに、受信アンテナ118内に誘導されたAC信号を上述のように整流することができる。
【００２０】
　図4は、例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る送信機404の機能ブロック図である。送信機404は、送信回路406および送信アンテナ4
14を含み得る。送信アンテナ414は、図3に示すアンテナ352であり得る。送信回路406は、
発振信号を提供することによって、送信アンテナ414にRF電力を提供することができ、そ
の結果、送信アンテナ414の周りにエネルギー(たとえば、磁束)が生成される。送信機404
は、任意の適切な周波数で動作し得る。例として、送信機404は、6.78MHzのISMバンドで
動作し得る。
【００２１】
　送信回路406は、送信回路406のインピーダンス(たとえば、50オーム)を送信アンテナ41
4に整合させるための固定インピーダンス整合回路409と、高調波放射を、受信機108(図1)
に結合されたデバイスの自己ジャミングを防ぐレベルまで低減させるように構成されたロ
ーパスフィルタ(LPF)408とを含み得る。他の例示的な実施形態は、限定はしないが、特定
の周波数を減衰させる一方で他の周波数を通過させるノッチフィルタを含む、異なるフィ
ルタトポロジーを含むことができ、アンテナ414への出力電力、またはドライバ回路424に
よって引き出されるDC電流などの、測定可能な送電メトリックに基づいて変化し得る、適
応インピーダンス整合を含むことができる。送信回路406は、発振器423によって決定され
るRF信号を駆動するように構成されたドライバ回路424をさらに含む。送信回路406は、個
別のデバイスもしくは回路から構成されるか、または代わりに、一体型アセンブリから構
成され得る。送信アンテナ414から出力される例示的なRF電力は、2.5ワット程度とするこ
とができる。
【００２２】
　送信回路406は、発振器423の周波数または位相を調整し、取り付けられた受信機を介し
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て隣接するデバイスと対話するための通信プロトコルを実装するように出力電力レベルを
調整するために、特定の受信機の送信フェーズ(またはデューティサイクル)の間に発振器
423を選択的に有効にするためのコントローラ415をさらに含み得る。コントローラ415は
、本明細書ではプロセッサ415と呼ばれ得ることに留意されたい。発振器位相および送信
経路内の関連する回路の調整により、システムの適切な制御が可能になり得る。
【００２３】
　送信回路406は、送信アンテナ414によって生成された近接場の近傍において作動中の受
信機の存否を検出するための負荷感知回路416をさらに含み得る。例として、負荷感知回
路416はドライバ回路424に流れる電流を監視し、以下でさらに説明するように、その電流
は、送信アンテナ414によって生成された場の近傍における作動中の受信機の存否によっ
て影響を及ぼされ得る。ドライバ回路424上の負荷に対する変化の検出は、エネルギーを
伝送するために発振器423を有効にすべきかどうか、および作動中の受信機と通信すべき
かどうかを決定する際に使用するためにコントローラ415によって監視される。以下でよ
り十分に説明するように、ドライバ回路424で測定される電流は、無効なデバイスが送信
機404のワイヤレス電力伝達領域内に位置するかどうかを判定するために使用され得る。
【００２４】
　送信アンテナ414は、リッツ線を用いて、または抵抗損を低く保つために選択された厚
さ、幅、および金属のタイプを有するアンテナストリップとして実装され得る。一実装形
態では、送信アンテナ414は、一般に、テーブル、マット、ランプ、または他の可搬性の
低い構成などの、より大きい構造と関連付けて構成され得る。したがって、送信アンテナ
414は、一般に、その実用的な寸法のため「巻く」必要がないことがある。送信アンテナ4
14の例示的な実装形態は、「電気的に小型」(すなわち、波長の数分の一)とし、共振周波
数を規定するためにキャパシタを使用することによって、より低い使用可能な周波数で共
振するように同調され得る。
【００２５】
　送信機404は、送信機404に関連し得る受信機の所在および状態に関する情報を収集およ
び追跡し得る。したがって、送信回路406は、(本明細書ではプロセッサとも呼ばれる)コ
ントローラ415に接続される、存在検出器480、密閉型検出器460、またはこれらの組合せ
を含み得る。コントローラ415は、存在検出器480および密閉型検出器460からの存在信号
に応答してドライバ回路424によって供給される電力量を調整し得る。送信機404は、たと
えば、ビル内に存在する従来のAC電力を変換するためのAC-DC電圧コンバータ(図示せず)
、従来のDC電源を送信機404に適した電圧に変換するためのDC-DC電圧コンバータ(図示せ
ず)などのいくつかの電源を介して、または従来のDC電源(図示せず)から直接電力を受け
取ることができる。
【００２６】
　非限定的な例として、存在検出器480は、送信機404のカバーエリアに挿入される、充電
されるべきデバイスの最初の存在を感知するために利用される運動検出器であり得る。検
出後、送信機404はオンにされ得、デバイスによって受け取られるRF電力は、所定の方法
でRxデバイス上のスイッチを切り替えるために使用され得、これにより次に、送信機404
の駆動点インピーダンスに対する変化をもたらす。
【００２７】
　別の非限定的な例として、存在検出器480は、たとえば、赤外線検出手段、運動検出手
段、または他の適切な手段によって人を検出することが可能な検出器であってよい。いく
つかの例示的な実施形態では、送信アンテナ414が特定の周波数で送信することができる
電力量を制限する規制が存在し得る。場合によっては、これらの規制は、人を電磁放射か
ら守ることを意図されている。しかしながら、送信アンテナ414が、たとえば、ガレージ
、工場の現場、店舗などの、人が占有しない、または人が占有する頻度が低いエリアに配
置される環境が存在し得る。これらの環境に人がいない場合、通常の電力制限規制よりも
高く、送信アンテナ414の電力出力を増加させることが許容可能なことがある。言い換え
れば、コントローラ415は、人の存在に応答して、送信アンテナ414の電力出力を規制レベ
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ル以下に調整し、人が送信アンテナ414の電磁場による規制距離の外側にいるとき、送信
アンテナ414の電力出力を、規制レベルを超えるレベルに調整することができる。
【００２８】
　非限定的な例として、密閉型検出器460(本明細書では、密閉型コンパートメント検出器
または密閉型空間検出器と呼ばれることもある)は、包囲体が閉状態または開状態である
ときを判定するための感知スイッチなどのデバイスであり得る。送信機が閉状態の包囲体
内にあるとき、送信機の電力レベルを増加させ得る。
【００２９】
　例示的な実施形態では、送信機404がいつまでもオンのままではない方法が使用され得
る。この場合、送信機404は、ユーザが決定した時間の経過後に遮断するようにプログラ
ムされ得る。この特徴は、送信機404の周囲のワイヤレスデバイスが十分充電された後、
送信機404、特にドライバ回路424が長く動作するのを防ぐ。このイベントは、リピータま
たは受信アンテナ218のいずれかから送られた、デバイスが十分に充電されたという信号
を検出するための回路の故障に起因することがある。送信機404の周囲に別のデバイスが
配置されている場合に、送信機404が自動的にシャットダウンすることを防止するために
、送信機404の自動遮断機能は、その周囲で動作が検出されない定められた期間が経過し
た後にだけ、作動され得る。ユーザは、非活動時間間隔を決定し、その時間間隔を必要に
応じて変更することができてよい。非限定的な例として、この時間間隔は、特定のタイプ
のワイヤレスデバイスが最初に完全に放電したという仮定の下に、そのデバイスを完全に
充電するのに必要な時間間隔よりも長くてもよい。
【００３０】
　図5は、例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る受信機508の機能ブロック図である。受信機508は、受信アンテナ518を含み得る受信
回路510を含む。受信機508は、それに受信電力を提供するための充電可能デバイス550に
さらに結合する。受信機508は、充電可能デバイス550の外部にあるものとして示されてい
るが、充電可能デバイス550に統合され得ることに留意されたい。エネルギーは、受信ア
ンテナ518にワイヤレスで伝搬され、次いで、受信回路510の残りの部分を介して充電可能
デバイス550に結合され得る。例として、充電デバイスには、モバイルフォン、携帯型音
楽プレーヤ、ラップトップコンピュータ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デ
バイス、通信デバイス(たとえば、ブルートゥースデバイス)、デジタルカメラ、補聴器(
および他の医療用デバイス)などのデバイスが含まれ得る。
【００３１】
　受信アンテナ518は、送信アンテナ414(図4)と同じ周波数において、または指定された
周波数範囲内で共振するように同調され得る。受信アンテナ518は、送信アンテナ414と同
様な寸法にすることができるか、または関連する充電可能デバイス550の寸法に基づいて
異なるサイズにすることができる。例として、充電可能デバイス550は、送信アンテナ414
の直径または長さよりも小さい直径寸法または長さ寸法を有するポータブル電子デバイス
であり得る。そのような例では、受信アンテナ518は、同調キャパシタ(図示せず)のキャ
パシタンス値を低減させ、受信コイルのインピーダンスを増加させるために多巻きコイル
として実装され得る。例として、受信アンテナ518は、アンテナ径を最大化し、受信アン
テナ518のループ巻き(すなわち、巻線)数と、巻線間のキャパシタンスとを低減するため
に、充電可能デバイス550の実質的な外周の回りに配置され得る。
【００３２】
　受信回路510は、受信アンテナ518に対するインピーダンス整合をもたらすことができる
。受信回路510は、受信されたRFエネルギー源を充電可能デバイス550によって使用するた
めの充電電力に変換するための電力変換回路506を含む。電力変換回路506は、RF-DC電圧
変換器520を含み、変換器回路522も含み得る。RF-DC電圧変換器520は、受信アンテナ518
において受信されたRFエネルギー信号を、Vrectによって表される出力電圧を有する非交
流電力に整流する。変換器回路522は、整流されたRFエネルギー信号を、VoutおよびIout
によって表される出力電圧および出力電流を有する、充電可能デバイス550に適合するエ
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ネルギーポテンシャル(たとえば、電圧)に変換する。部分的および完全な整流器、調整器
、ブリッジ、ダブラー、ならびにリニア変換器およびスイッチング変換器を含む、様々な
RF-DC電圧変換器が企図される。
【００３３】
　受信回路510は、受信アンテナ518を電力変換回路506に接続するか、または代替的には
電力変換回路506を切断するためのスイッチング回路512をさらに含み得る。電力変換回路
506から受信コイル518を切断することにより、充電可能デバイス550の充電を中断するだ
けでなく、送信機404(図2)から「見える」ような「負荷」も変更する。
【００３４】
　上記で開示したように、送信機404は、送信機ドライバ回路424に提供されるバイアス電
流の変動を検出することができる負荷感知回路416を含む。したがって、送信機404は、受
信機が送信機の近接場内に存在するときを判定するための機構を有する。
【００３５】
　複数の受信機508が送信機の近接場内に存在するとき、他の受信機がより効率的に送信
機に結合できるようにするために、1つまたは複数の受信機の装荷および除荷を時間多重
化することが望ましいことがある。受信機508はまた、他の近くの受信機への結合を解消
するか、または近くの送信機への装荷を低減させるためにクローキングされ得る。受信機
のこの「除荷」は、本明細書では「クローキング」とも呼ばれる。さらに、受信機508に
よって制御され送信機404によって検出される、除荷と装荷との間のこのスイッチングは
、以下でより十分に説明するように、受信機508から送信機404への通信機構を実現するこ
とができる。加えて、受信機508から送信機404にメッセージを送信することを可能にする
プロトコルが、このスイッチングに関連付けられ得る。例として、スイッチング速度は、
100μ秒程度であり得る。
【００３６】
　例示的な実施形態では、送信機404と受信機508との間の通信は、従来の双方向通信(す
なわち、結合場を使用する帯域内シグナリング)ではなく、デバイス感知および充電制御
機構を指す。言い換えれば、送信機404は、エネルギーが近接場で利用可能であるかどう
かを調整するために送信信号のオン/オフキーイングを使用し得る。受信機は、これらの
エネルギー変化を送信機404からのメッセージとして解釈し得る。受信機側から、受信機5
08は、場から受け入れている電力量を調整するために受信アンテナ518の同調および離調
を用いることができる。場合によっては、同調および離調は、スイッチング回路512を介
して実現され得る。送信機404は、場からの使用される電力のこの差を検出し、これらの
変化を受信機508からのメッセージとして解釈してよい。送信電力の変調および負荷挙動
の他の形態を利用してよいことに留意されたい。
【００３７】
　受信回路510は、送信機から受信機への情報信号伝達に対応し得る、受信エネルギーの
変動を識別するために使用される、信号伝達検出器/ビーコン回路514をさらに含んでよい
。さらに、信号伝達/ビーコン回路514は、低減されたRF信号エネルギー(すなわち、ビー
コン信号)の送信を検出し、低減されたRF信号エネルギーを公称電力に整流し、受信回路5
10内の給電されていない回路または電力が枯渇した回路のいずれかを呼び起こして受信回
路510をワイヤレス充電するために構成するために使用することもできる。
【００３８】
　受信回路510は、本明細書で説明するスイッチング回路512の制御を含む、本明細書で説
明する受信機508の処理を調整するためのプロセッサ516をさらに含む。また、受信機508
のクローキングは、充電電力を充電可能デバイス550に提供する外部の有線充電ソース(た
とえば、壁コンセント/USB電力)の検出を含む他のイベントが発生したときにも行われて
よい。プロセッサ516は、受信機のクローキングを制御するのに加えて、ビーコン回路514
を監視してビーコン状態を判定し、送信機404から送信されたメッセージを抽出すること
もできる。プロセッサ516はまた、性能の改善のために変換器回路22を調整することもで
きる。
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【００３９】
　上記でいくつかの実施形態について説明したが、様々な実施形態による、ワイヤレス電
力伝達を実装する多くの追加の方法が存在する。選択された実施形態による変換器回路の
様々な実装形態について以下で説明する。
【００４０】
変換器回路
　一般に、ワイヤレス受信機は、送信機と受信機との間の相互インダクタンスの変動によ
る広い入力電圧範囲にさらされる場合がある。しかしながら、受信機の出力電圧は、受信
機を使用して充電されるデバイスによって指示される制限された電圧範囲に拘束される場
合がある。この制限された電圧範囲は、一般に、送信機からワイヤレスで受信された整流
電圧の電圧範囲よりも小さい電圧範囲である。受信機内で、より高い電圧レベルをより低
い電圧レベルに変換するために、DC-DC逓降変換器またはバック変換器が利用され得る。
しかしながら、DC-DC変換器は、一般に、システムに著しい損失を付加する。
【００４１】
　特定の実施形態では、変換器回路522は、変換器回路522の効率を増加させるために後続
の変換ステージの電圧トレランスの適合性に適応し得る。たとえば、変換器回路522は、
入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいてインテリジェントに動作す
ることによって後続の変換ステージの電圧トレランスの適合性に適応し得る。
【００４２】
　選択された実施形態では、変換器回路522は、充電可能デバイスを充電するのに使用さ
れる、受信機内の電力管理集積回路(PMIC)の一部として実装され得る。それによって、PM
ICは、PMICの様々な用途に必要なDC電圧をインテリジェントに変換するために変換器回路
522を使用し得る。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、変換器回路522は、第1の電圧レベルしきい値に対する入力電
圧の値に依存する異なる出力電圧を生成し得る。たとえば、入力電圧の値が第1の電圧レ
ベルしきい値を超えるとき、変換器回路522は、入力電圧よりも低減された値までスケー
リングされた出力電圧、入力電圧よりも大きい値までスケーリングされた出力電圧、また
は入力電圧と同じ値にスケーリングされた出力電圧を生成するように入力電圧を処理する
ことができる。さらに、入力電圧の値が第1の電圧レベルしきい値以下であるとき、変換
器回路522は、入力電圧よりも低減された値までスケーリングされた出力電圧、入力電圧
よりも大きい値までスケーリングされた出力電圧、または入力電圧と同じ値にスケーリン
グされた出力電圧を生成するように入力電圧を処理することができる。いくつかの実施形
態では、入力電圧と同じ値にスケーリングされた出力電圧は、変換器回路522の入力部を
変換器回路の出力部に直接接続することによって達成され得る。代替的に、入力電圧と同
じ値にスケーリングされた出力電圧は、変換器回路522の入力部を変換器回路522の出力部
に直接接続することなく生成され得る。
【００４４】
　特定の実施形態では、変換器回路522は、入力電圧に、ある有理数に等しいスケーリン
グ係数を掛けるように構成されることによって様々な出力電圧を生成し得る。非限定的な
例として、変換器回路522は、入力電圧よりも低減された値までスケーリングされた出力
電圧を生成するために入力電圧にスケーリング係数1/2を掛けることによって様々な出力
電圧を生成し得る。別の非限定的な例として、変換器回路522は、入力電圧よりも増加し
た値までスケーリングされた出力電圧を生成するために入力電圧にスケーリング係数3を
掛けることによって様々な出力電圧を生成し得る。別の非限定的な例として、変換器回路
522は、入力電圧と同じ値にスケーリングされた出力電圧を生成するために入力電圧にス
ケーリング係数1を掛けることによって様々な出力電圧を生成し得る。様々な実施形態に
おいて、出力電圧が入力電圧よりも低減された値までスケーリングされたときのスケーリ
ング係数は、出力電圧が入力電圧よりも増加した値までスケーリングされたときのスケー
リング係数とは異なる場合がある。本明細書では特定のスケーリング係数について説明す
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るが、様々な用途における様々な実施形態に従って、任意のスケーリング係数が使用され
得る。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、変換器回路522の動作は、出力電圧が第2の電圧レベルしきい
値未満の値に制限されるように入力電圧を処理する。たとえば、いくつかの実施形態では
、変換器回路522の入力部は、受信アンテナ518(図5)から導出された整流電圧を受け取る
ことができる。整流器回路からの電圧は、大きい範囲の電圧に及ぶ場合がある。非限定的
な例として、この電圧は、ほぼ5V～ほぼ20Vに及ぶ場合がある。変換器回路522は、変換器
回路522の出力部における電圧が入力電圧のスケーリングされたバージョンになるように
入力電圧(整流電圧)を処理することができる。特定の実施形態では、変換器回路522は、
入力電圧が第1の電圧レベルしきい値を超えるとき、出力電圧が入力電圧の値の半分の値
になるように入力電圧をスケーリングするために動作することができる。たとえば、整流
器からの入力電圧が5V～20Vである場合、出力電圧は、5V～10Vの範囲内である場合がある
。
【００４６】
　特定の実施形態では、変換器回路522は、入力電圧に対して出力電圧を増加させる構成
を含み得る。これは、第1の電圧レベルしきい値に対する入力電圧の値に基づいて出力電
圧をスケールアップさせることによって起こる場合がある。いくつかの実施形態では、ス
ケーリングは、入力電圧が第1の電圧レベルしきい値以下であるときに起こる場合がある
。たとえば、整流器からの入力電圧が2.5V～10Vである場合、出力電圧は、5V～10Vの範囲
内となるようにスケーリングされ得る。代替的に、スケーリングは、入力電圧が第1の電
圧レベルしきい値を超えるときに起こる場合がある。いくつかの実施形態では、入力電圧
に対して出力電圧を増加させる変換器回路522は、入力電圧に対して出力電圧を減少させ
る変換器回路522の回路(限定はしないが、以下でさらに説明するチャージポンプ回路など
)を反転させることによって実装され得る。
【００４７】
　例示的な実施形態による変換器回路522を利用する受信機を含む図5のブロック図の簡略
版を図6に示す。受信機は、受信機の受信回路510の一部としての変換器回路522に結合さ
れた受信アンテナ518を含む。受信アンテナ518は、充電可能デバイス550を充電するのに
十分なレベルで送信機からエネルギー場105を介して伝達される電力をワイヤレス受信す
るように構成され得る。いくつかの実施形態では、受信機は、インターフェースノード61
2において充電可能デバイス550とインターフェース接続することができ、受信回路の出力
は、充電可能デバイスを充電するために充電可能デバイス550の入力部と接続される。特
定の実施形態では、受信回路510の出力部は、変換器回路522の出力部である。いくつかの
実施形態では、受信機は、充電可能デバイスの構造体内に統合されるように構成され得る
。受信回路510の変換器回路522は、ワイヤレス受信された電力105から導出された入力電
圧を受け取り、入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいて入力電圧の
値にスケーリングされた出力電圧を生成することができる。いくつかの実施形態では、出
力電圧は、入力電圧が第1の電圧レベルしきい値を超えるとき、または代替的に、入力電
圧が第1の電圧レベルしきい値以下であるとき、入力電圧の低減された値までスケーリン
グされ得る。追加の実施形態では、出力電圧は、入力電圧が第1の電圧レベルしきい値を
超えるとき、または代替的に、入力電圧が第1の電圧レベルしきい値以下であるとき、入
力電圧の増加した値までスケーリングされ得る。
【００４８】
　上記によれば、1つの非限定的な実施形態では、変換器回路522は、第1のモード(たとえ
ば、「バイパス」モード)で動作するように構成され、変換器回路522の出力部における電
圧は、一定の範囲の入力電圧では変換器回路522への入力部における電圧にほぼ等しい。
言い換えれば、変換器回路522は、整流電圧と充電可能デバイス550によって受け取られる
電圧との間の適合性が存在する、入力電圧の範囲における入力部と出力部との間の低いDC
抵抗値の経路を提供するように構成され得る。このモードでは、変換器回路の効率は、10
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0%に近い場合がある。第1のモードに加えて、変換器回路522は、第2のモード(たとえば、
「『X』による分割モード」)で動作するように構成され、変換器回路522の出力部におけ
る電圧は、ほぼ一定の値によって、変換器回路522の入力部における電圧よりも低減され
た値までスケーリング(たとえば、1/2だけ低減)される。この第2のモードでは、変換器回
路522の効率は、広範囲の入力電圧を単一の固定された出力電圧に変換する必要があるの
とは対照的にストレートなスケーリング動作に基づいて依然として高いレベルに維持され
る。変換器回路522の出力部における電圧は多少の変動を有する場合があるが、変動量は
充電可能デバイス550にとって許容可能である場合があり、変換器回路522の効率は高く維
持される。一態様では、これにより、たとえば、ワイヤレス電力受信機は、送信機と受信
機との間の相互インダクタンスの変動による、かなり広い電圧範囲に対処しながらも、電
力をより効率的に提供することが可能になり得る。
【００４９】
　特定の実施形態では、変換器回路522の動作は、充電可能デバイス550によって構成され
得る。充電可能デバイス550は、限定はしないが、第1の電圧レベルしきい値を設定するこ
とができる値、変換器回路522が生成するように構成されるべき電圧レベル、出力電圧が
スケーリングされ得る範囲、および入力電圧に掛けることによって出力電圧が生成され得
るスケーリング係数を含む、様々な実施形態による、様々な用途のための変換器回路522
の動作の任意の態様を構成することができる。充電可能デバイス550は、変換器回路522の
動作の任意の態様の構成を変換器回路522に通信することによって変換器回路522の動作の
その態様を設定することができる。いくつかの実施形態では、変換器回路522の動作の態
様は、充電可能デバイス550の過電圧保護回路および/または低電圧検出回路によって設定
され得る。過電圧保護/低電圧検出回路は、充電可能デバイス550への電圧入力、電流入力
、または電力入力を管理するように構成された、充電可能デバイス550上の任意の回路(た
とえば、充電可能デバイス550が電力を受け取っている充電ポートにおける過電圧保護回
路または低電圧検出回路)であり得る。
【００５０】
　選択された実施形態では、変換器回路522は、並列に実装された複数のタイル回路(tile
 circuit)としてスケーリング可能に実装され得る。タイル回路は、マスタースレーブ構
成で構成される場合があり、マスタータイル回路は、少なくとも1つのスレーブタイル回
路の動作を指示し、マスタータイル回路とスレーブタイル回路との組合せは、変換器回路
522として動作する。いくつかの実施形態では、複数のタイル回路としての変換器回路522
の実装形態により、様々な用途(たとえば、限定はしないが、様々なデバイスを充電する
など)に応じた様々な電力レベルにおける電力受け渡しの増加が可能になる。特定の実施
形態では、様々なタイルは、様々な位相のクロック回路によってクロック処理され得る。
いくつかの実施形態では、リップルおよびノイズは、様々なタイルが様々な位相のクロッ
ク回路によってクロック処理されるとき、減少され得る。
【００５１】
　図7は、例示的な実施形態による、複数のタイル回路として実装された、図6の変換器回
路522のブロック図である。図示された実施形態では、変換器回路522は、マスタータイル
回路704およびスレーブタイル回路706A、706Bを含む。変換器回路522は、整流器520から
入力電圧を受け取り、受信回路522の出力部と充電可能デバイス550の入力部の両方におい
て存在するインターフェースノード612を介して充電可能デバイス550に供給される出力電
圧を生成する。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、マスタータイル回路704は、スレーブタイル回路706A、706B
の動作を指示する。スレーブタイル回路706A、706Bは、スレーブタイル回路のクロック出
力ポート710を特定の電圧レベル(限定はしないが、アースなど)に設定することによって
「スレーブ」指定に割り当てられ得る。同様に、マスタータイル回路704は、マスタータ
イル回路のクロック出力ポート708を、スレーブタイル回路を指定するのに使用された特
定の電圧レベル(限定はしないが、アースなど)に設定しないことによって「マスター」指
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定に割り当てられ得る。タイル回路の各々は、外部クロック702によって決定されるクロ
ック信号により駆動され得る。特定の実施形態では、スレーブタイルは、マスタータイル
によって利用されるものとは異なるクロック信号の位相を使用するように構成され得る。
いくつかの実施形態では、スレーブタイルは、出力リップルおよびノイズを減少させるた
めに、マスタータイルによって利用されるものとは異なるクロック信号の位相を使用する
ように構成され得る。外部クロック702は、クロック信号を用いてマスタータイル回路を
駆動するためにマスタータイル回路のクロック入力ポート712に接続され得る。次いで、
マスタータイル回路704は、クロック信号に応じて動作し、マスタータイル回路のクロッ
ク出力ポートとスレーブタイル回路のクロック入力ポート716との間の接続を介してクロ
ック信号に応じて動作するようにスレーブタイル回路706A、706Bを駆動することもできる
。外部クロック702は変換器回路522の外部にあるものとして図示された実施形態には表示
されているが、外部クロックは、限定はしないが、変換器回路522の一部であるか、また
はタイル回路(限定はしないが、マスタータイル回路704など)の内部にあるなどの、任意
の方法で実装され得る。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、変換器回路522の動作モードは、変換器回路522のタイル回路
の各々にわたって同期され、マスタータイル回路704によって制御され得る。マスタータ
イル回路704は、タイル回路の各々のモードポート間の接続を介してスレーブタイル回路7
06A、706Bの動作モードを制御することができる。モードのタイプは、変換器回路522が、
入力電圧を受け取り、入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいて入力
電圧の値にスケーリングされた出力電圧を生成する方法を含み得る。モードのいくつかの
例は、変換器回路522の入力電圧の低減された値、入力電圧の増加した値、または入力電
圧と同じ値にスケーリングされた出力電圧を生成するモードを含み得る。
【００５４】
　選択された実施形態では、タイル回路704、706A、706Bの各々は、各それぞれの電圧入
力ポート718を介して変換器回路522の入力電圧を受け取る。また、タイル回路704、706A
、706Bの各々は、各それぞれの電圧出力ポート720を介して出力電圧を生成することがで
き、この出力電圧は、変換器回路522の出力電圧でもある。各タイル回路704、706A、706B
は、同じ電圧レベルで出力電圧を生成することができる。しかしながら、各タイル回路70
4、706A、706Bは、特定の電流量とともに、その出力電圧を生成する。したがって、変換
器回路522の出力部において提供される電力は、変換器回路522のタイル回路704、706A、7
06B(各々が同じ電圧レベルで出力電圧を生成する)の組合せによって生成される電流量に
基づいて増加され得る。たとえば、いくつかの実施形態では、変換器回路522によって出
力される電力は、変換器回路522によって使用されるタイル回路の数を増加させることに
よって増加され得る。
【００５５】
　特定の実施形態では、変換器回路522は、チャージポンプ回路として実装され得る。チ
ャージポンプ回路は、エネルギー貯蔵要素としてキャパシタを使用してDC電圧を1つの電
圧レベルから別の電圧レベルに変換するように実装され得る。いくつかの実施形態では、
変換器回路522は、入力電圧を受け取り、入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関
係に基づいて入力電圧の値にスケーリングされた出力電圧を生成するための任意の方法で
チャージポンプ回路として実装され得る。変換器回路522がチャージポンプ回路としてど
のように実装され得るかのいくつかの非限定的な例は、(限定はしないが)すべてのタイル
回路がチャージポンプ回路として実装され得る場合、変換器回路522がチャージポンプ回
路の単一のタイル回路として実装され得る場合、または変換器回路522がチャージポンプ
回路として部分的に実装される場合を含み得る。
【００５６】
　図8は、例示的な実施形態による、図6の受信機において使用され得るチャージポンプ回
路として実装された変換器回路522の概略図である。チャージポンプ回路800は、ワイヤレ
ス受信された電力から導出された、チャージポンプ回路800への入力部における入力電圧8
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02を受け取るように構成され得る。チャージポンプ回路は、入力電圧が第1の電圧レベル
しきい値を超えるとき、入力電圧の低減された値までスケーリングされた、チャージポン
プ回路800の出力部において出力電圧820を生成することもできる。チャージポンプ回路80
0は、第1のスイッチ803、第2のスイッチ804、および第3のスイッチ814を含み得る。入力
電圧が第1の電圧レベル以下になるとき、第1のスイッチ803はクローズされ、第2のスイッ
チ804と第3のスイッチ814の両方は、第1のスイッチ804が第1のノード806に接続され第3の
スイッチ814が第2のノード812に接続される、第1のモードで動作することができる。入力
電圧が第1の電圧レベルしきい値を超えるとき、第1のスイッチ803はオープンし、第2のス
イッチ804と第3のスイッチ814の両方は、第1のスイッチ804が第1のノード806または第3の
ノード808に交互に接続され第3のスイッチ814が第2のノード812または第4のノード806に
交互に接続される、第2のモードで動作することができる。第1のモードにおけるチャージ
ポンプ回路800の動作は、チャージポンプ回路800が、チャージポンプ回路800の入力電圧8
02を、チャージポンプ回路800の出力電圧820に直接接続することを可能にする。同様に、
第2のモードにおけるチャージポンプ回路800の動作は、ワイヤレス受信された電力から導
出された入力電圧802を受け取り、入力電圧802が第1の電圧レベルしきい値を超えるとき
、入力電圧802の低減された値までスケーリングされた出力電圧820を生成するようにチャ
ージポンプ回路800を構成する。いくつかの実施形態では、出力電圧820のスケーリングさ
れた値は、入力電圧802の値の半分である。第2のモードでは、入力電圧802の低減された
値までスケーリングされた出力電圧820を生成するために、第1の端部が入力電圧802また
は出力電圧820に交互に結合され第2の端部が出力電圧820またはアースに交互に結合され
る、第1のキャパシタ810が利用される。いくつかの実施形態では、第2のキャパシタ818は
、出力部における出力電圧820をチャージポンプ回路800に貯蔵し、チャージポンプによっ
て生成された電圧ノイズを低減させるために、出力電圧820とアースとの間に結合され得
る。いくつかの実施形態では、チャージポンプ回路800を形成する構成要素の特性および
構成は、入力電圧の低減された値として(または、チャージポンプ回路が反転して実装さ
れるとき、入力電圧の増加した値として)出力電圧のための異なるスケーリングを達成す
るように変更され得る。上記で説明したように、一態様では、入力電圧802を出力電圧820
に直接接続する第1のモードでチャージポンプ回路800を動作させる効率は、100%に近い場
合がある。加えて、第2のモードでチャージポンプ回路800を動作させる効率も、入力電圧
の値にかかわらず、極めて高い場合がある。こういうわけで、出力電圧は、一定の所定の
値またはプログラムされた値によって単純にスケーリングされる。充電可能デバイス550(
図6)へのインターフェースが多少広い電圧範囲を許容することができるので、出力電圧82
0の多少の変動は、許容可能であり、極めて高効率のDC-DC変換を提供し得るチャージポン
プ回路800とともに使用するのに対応し得る。これにより、たとえば、送信機と受信機と
の間の相互インダクタンスの変動により、上記で説明したように変動し得るワイヤレス受
信された電力の効率の増加が可能になり得る。
【００５７】
　例示的な実施形態による、図6の受信機に使用され得るコンパレータとともに実装され
たチャージポンプ回路の概略図を図9に示す。チャージポンプ回路900は、入力電圧が第1
の電圧レベルしきい値904以下であるとき、入力電圧902が出力部まで通過するのを可能に
する第1のトランジスタ908を動作させるために入力電圧902を第1の電圧レベルしきい値90
4と比較する第1のコンパレータ906を利用する。入力電圧が第1の電圧レベルしきい値904
よりも高いとき、コンパレータ906は、電荷を入力電圧ノード930から出力ノード932に伝
達し、出力部においてVinに対してスケールダウンした電圧を提供するために、トランジ
スタ908を無効にし、クロック信号918がトランジスタ(920、924)および(922、926)を通過
し、トランジスタ(920、924)および(922、926)を交互に動作させることを可能にする。
【００５８】
　変換器回路(およびチャージポンプ回路として実装された変換器回路)の様々な回路形状
について上記で説明したが、いくつかの実施形態による変換器回路の実装形態における様
々な構成の様々な回路構成要素とともに様々な回路形状が利用され得る。
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【００５９】
　図10は、例示的な実施形態による、出力電圧を生成するのに変換器回路522を適用する
ための例示的なプロセスのフローチャートである。いくつかの実施形態では、プロセス10
00は、受信機によって実行され得る。図10のプロセスは特定の順序で示されるが、いくつ
かの実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で、同時に実行され、または省略さ
れる場合があり、さらなるブロックが追加される場合がある。電力のワイヤレス伝達を介
して充電可能デバイスに電力を充電または供給するように構成され得る任意の受信機にお
いて、図示された実施形態のプロセスが実装され得ることを、当業者であれば諒解されよ
う。
【００６０】
　ブロック1002において、充電可能デバイスの充電に十分なレベルで受信機によって電力
がワイヤレス受信され得る。ブロック1004において、受信アンテナに結合された変換器回
路においてワイヤレス受信された電力から導出された入力電圧が受け取られ得る。ブロッ
ク1006において、入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいて入力電圧
に対するある値にスケーリングされた出力電圧が、変換器回路から生成され得る。
【００６１】
　図11は、例示的な一実施形態による受信機の機能ブロック図である。受信機1100は、図
1～図10に関して説明した様々なアクションのための手段1102、手段1104、および手段110
6を含む。受信機1100は、充電可能デバイスを充電するのに十分なレベルで電力をワイヤ
レス受信するための手段1102を含む。一実施形態では、電力をワイヤレス受信するための
手段1102は、ブロック1002に関して上記で説明した機能のうちの1つまたは複数を実行す
るように構成され得る。様々な実施形態では、電力をワイヤレス受信するための手段1102
は、受信機コイル518(図5および図6)によって実装され得る。
【００６２】
　受信機1100は、電力をワイヤレス受信するための手段に結合された、ワイヤレス受信さ
れた電力から導出された入力電圧を受け取るための手段1104をさらに含む。一実施形態で
は、入力電圧を受け取るための手段1104は、ブロック1004に関して上記で説明した機能の
うちの1つまたは複数を実行するように構成され得る。様々な実施形態では、入力電圧を
受け取るための手段1104は、受信回路510(図5および図6)によって実装され得る。
【００６３】
　受信機1100は、入力電圧と第1の電圧レベルしきい値との間の関係に基づいて入力電圧
に対するある値にスケーリングされた、入力電圧を受け取るための手段からの出力電圧を
生成するための手段1106をさらに含む。一実施形態では、出力電圧を生成するための手段
1106は、ブロック1006に関して上記で説明した機能のうちの1つまたは複数を実行するよ
うに構成され得る。様々な実施形態では、出力電圧を生成するための手段1106は、変換器
回路522(図5および図6)によって実装され得る。
【００６４】
　例示的な実施形態による変換器回路の入力電圧および出力電圧のプロット図を図12に示
す。このプロット図は、入力電圧1206と出力電圧1208の両方が、時間に対してどのように
プロットされるかを示す。図示されるように、入力電圧1206が第1の電圧レベルしきい値1
204(図示された実施形態では10V)未満であるとき、入力電圧1206および出力電圧1208は、
同じである。入力電圧1206が第1の電圧レベルしきい値1204を超えるとき、出力電圧1208
は、入力電圧1206の低減された値(図示された実施形態では入力電圧レベルの1/2)までス
ケーリングされる。
【００６５】
　上記でいくつかの実施形態について説明したが、様々な実施形態による変換器回路を実
装する多くの追加の方法が存在する。
【００６６】
　様々な異なる技術および技法のうちのいずれかを使用して、情報および信号が表され得
る。たとえば、上記の説明全体にわたって言及され得るデータ、命令、コマンド、情報、
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信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁場もしくは磁性粒子
、光学場もしくは光学粒子、またはそれらの任意の組合せによって表され得る。
【００６７】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的論理ブロック、モジュール
、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフトウェア
、またはその両方の組合せとして実装され得る。ハードウェアおよびソフトウェアのこの
互換性を明確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、お
よびステップについて、上記では概してそれらの機能性に関して説明した。そのような機
能がハードウェアとして実装されるか、またはソフトウェアとして実装されるかは、具体
的な適用例および全体的なシステムに課される設計の制約に依存する。記載された機能は
特定の適用例ごとに様々な方法で実装され得るが、そのような実装の決定は、実施形態の
範囲からの逸脱を生じるものと解釈されるべきではない。
【００６８】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的なブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回路(
ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル論理
デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、または、
本明細書に記載された機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せで、実装ま
たは実行され得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが、代替として、プ
ロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、または状
態機械であり得る。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの組合せ、たとえば
、DSPとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアと連携する1
つもしくは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のそのような構成として実装され
得る。
【００６９】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する方法またはアルゴリズムおよび機能のス
テップは、直接ハードウェアで具現化されても、プロセッサによって実行されるソフトウ
ェアモジュールで具現化されても、またはその2つの組合せで具現化されてもよい。ソフ
トウェアで実装される場合、それらの機能は、1つもしくは複数の命令もしくはコードと
して有形の非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶されるか、または有形の非一時的コン
ピュータ可読媒体を介して送信され得る。ソフトウェアモジュールは、ランダムアクセス
メモリ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気的プログラマブルROM(EP
ROM)、電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、リムー
バブルディスク、CD ROM、または、当技術分野で既知である任意の、他の形態の記憶媒体
中に存在することができる。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取り、か
つ記憶媒体に情報を書き込むことができるように、プロセッサに結合される。代替として
、記憶媒体はプロセッサと一体であり得る。本明細書で使用するディスク(disk)およびデ
ィスク(disc)は、コンパクトディスク(disc)(CD)、レーザディスク(登録商標)(disc)、光
ディスク(disc)、デジタル多用途ディスク(disc)(DVD)、フロッピー(登録商標)ディスク(
disk)およびブルーレイディスク(disc)を含み、ディスク(disk)は、通常、データを磁気
的に再生し、ディスク(disc)は、データをレーザで光学的に再生する。上記の組合せも、
コンピュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきである。プロセッサおよび記憶媒体はASIC
内に存在し得る。ASICはユーザ端末内に存在し得る。代替として、プロセッサおよび記憶
媒体は、ユーザ端末中に個別構成要素として常駐し得る。
【００７０】
　本開示の概要を示すために、いくつかの実施形態のいくつかの態様、利点、および新規
の特徴が本明細書に記載されている。任意の特定の実施形態に従って、そのような利点の
必ずしもすべてが実現されない場合があることを理解されたい。したがって、実施形態は
、本明細書に教示された1つの利点または利点のグループを、本明細書に教示または示唆
され得る他の利点を必ずしも実現することなく、実現または最適化するように具現化また
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は実行することができる。
【００７１】
　上述の実施形態への様々な修正が容易に明らかになり、本明細書に定義する一般原理は
、本出願の趣旨または範囲を逸脱することなく他の実施形態に適用され得る。したがって
、本出願は、本明細書に示された実施形態に限定されるものではなく、本明細書に開示さ
れた原理および新規の特徴に一致する最大の範囲を与えるものである。
【符号の説明】
【００７２】
　　100　ワイヤレス電力伝達システム
　　102　入力電力
　　104　送信機
　　105　エネルギー場
　　108　受信機
　　110　出力電力
　　112　距離
　　114　送信アンテナ
　　118　受信アンテナ
　　204　送信機
　　205　ワイヤレス場
　　206　送信回路
　　208　受信機
　　210　受信回路
　　214　送信アンテナ
　　218　受信アンテナ
　　219　別の通信チャネル
　　222　発振器
　　224　ドライバ回路
　　226　フィルタ/整合回路
　　232　整合回路
　　234　整流器/スイッチング回路
　　236　バッテリー
　　350　受信回路、送信回路
　　352　アンテナ、コイル
　　354　キャパシタ
　　356　キャパシタ
　　358　信号
　　404　送信機
　　406　送信回路
　　408　ローパスフィルタ
　　409　固定インピーダンス整合回路
　　414　送信アンテナ
　　415　コントローラ
　　416　負荷感知回路
　　423　発振器
　　424　ドライバ回路
　　460　密閉型検出器
　　480　存在検出器
　　506　電力変換回路
　　508　受信機
　　510　受信回路
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　　512　スイッチング回路
　　514　信号伝達検出器/ビーコン回路
　　516　プロセッサシグナリングコントローラ
　　518　受信アンテナ
　　520　RF-DC電圧変換器
　　522　変換器回路
　　550　充電可能デバイス
　　612　インターフェースノード
　　702　外部クロック
　　704　マスタータイル回路
　　706A　スレーブタイル回路
　　706B　スレーブタイル回路
　　708　クロック出力ポート
　　710　クロック出力ポート
　　712　クロック入力ポート
　　714　モードポート
　　716　クロック入力ポート
　　718　電圧入力ポート
　　720　電圧出力ポート
　　800　チャージポンプ回路
　　802　入力電圧
　　803　第1のスイッチ
　　804　第2のスイッチ
　　806　第1のノード
　　808　第3のノード
　　810　第1のキャパシタ
　　812　第2のノード
　　814　第3のスイッチ
　　818　第2のキャパシタ
　　820　出力電圧
　　900　チャージポンプ回路
　　902　入力電圧
　　904　第1の電圧レベルしきい値
　　906　第1のコンパレータ
　　908　第1のトランジスタ
　　918　クロック信号
　　920　トランジスタ
　　922　トランジスタ
　　924　トランジスタ
　　926　トランジスタ
　　930　入力電圧ノード
　　932　出力ノード
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